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（報告）環境アセスメントの最近の動向について 

 

平成２４年１２月４日 

商務流通保安グループ 

電 力 安 全 課 

 

環境影響評価法（平成９年法律第８１号。以下「アセス法」という。）に基づく環境

アセス対象事業は、環境影響評価法施行令（平成９年政令第３４６号。以下「アセス政

令」という。）において定められており、発電所については一定規模以上の水力発電所、

火力発電所、地熱発電所及び原子力発電所に係る工事が対象とされている。 

平成２３年１１月、アセス政令の改正により、環境アセス対象事業として風力発電所

に係る工事の事業が追加され、本年１０月１日から施行されたところ。 

これに伴い、以下の関係規定の整備を行った。 

 

１．発電所の設置又は変更の工事の事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係

る調査、予測及び評価を合理的に行うための手法を選定するための指針、環境の保全

のための措置に関する指針等を定める省令の一部改正 

（１）改正の概要 

アセス政令の施行に伴い、風力発電所の設置又は変更の工事に係る環境影響評価

の項目、調査、予測及び評価の手法を新たに定めるため、「発電所の設置又は変更

の工事の事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価

を合理的に行うための手法を選定するための指針、環境の保全のための措置に関す

る指針等を定める省令」の一部を改正した（平成２４年７月３１日公布、平成２４

年１０月１日施行）。 

 

（２）主な改正の内容 

①風力発電事業に係る第二種事業の判定の基準について（第二条）。 

アセス政令に規定する第二種事業（風力発電事業については発電出力が 7,500

～10,000ｋＷ未満）について、環境アセスの実施の要否の判定を行うための基準

を定めた。 

 

②風力発電事業に係る環境アセスの参考項目について（第七条、別表第五） 

一般的な風力発電事業に伴い影響を受けるおそれがあるとされる事項について、

事業者が環境アセスを行う際に参考となる項目（以下「参考項目」という。）を

定めた。 

なお、実際の事業における環境アセスの項目は、事業者が参考項目を勘案しつ

つ事業特性、地域特性を踏まえて選定することとなる。 
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（参考）風力発電事業に係る参考項目 

 

 

 

                環境要因の区分 

環境要素の区分 

工事の実施 
土地又は工作物の

存在及び供用 

工
事
用
資
材
等

の
搬
出
入 

建
設
機
械
の
稼

働 造
成
等
の
施
工

に
よ
る
一
時
的

な
影
響 

地
形
改
変
及
び

施
設
の
存
在 

施
設
の
稼
働 

環
境
の
自
然
的
構
成
要
素
の
良
好
な
状
態

の
保
持
を
旨
と
し
て
、
調
査
、
予
測
及
び

評
価
さ
れ
る
べ
き
環
境
要
素 

大気環境 大気質 窒素酸化物 ○ ○    

粉じん等 ○ ○    

騒音 騒音 ○ ○   ○※１ 

振動 振動 ○ ○    

水環境 水質 水の濁り  ○ ○   

底質 有害物質  ○    

その他の

環境 

地形及び

地質 

重要な地形及び地質 
   ○  

その他 風車の影※２     ○ 

生
物
の
多
様
性
の
確
保
及
び
自
然
環
境
の

体
系
的
保
全
を
旨
と
し
て
調
査
、
予
測
及

び
評
価
さ
れ
る
べ
き
環
境
要
素 

動物 重要な種及び注目すべき

生息地（海域に生息する

ものを除く。） 

  ○ ○ 

海域に生息する動物   ○ ○  

植物 重要な種及び重要な群落

（海域に生育するものを

除く。） 

  ○ ○  

海域に生育する植物   ○ ○  

生態系 地域を特徴づける生態系   ○ ○ 

人
と
自
然
と
の
豊
か
な
触
れ
合
い
の

確
保
を
旨
と
し
て
調
査
、
予
測
及
び

評
価
さ
れ
る
べ
き
環
境
要
素 

景観 主要な眺望点及び景観資

源並びに主要な眺望景観 
   ○  

人と自然との触れ合いの

活動の場 

主要な人と自然との触れ

合いの活動の場 
○   ○  

環
境
へ
の
負
荷
の
量
の
程

度
に
よ
り
予
測
及
び
評
価

さ
れ
る
べ
き
環
境
要
素 

廃棄物等 産業廃棄物 

  ○   

残土 

  ○   

※１ 風車の稼働による低周波音を含む。 

※２ 風車の影とは、風車が回転して地上に明暗が生じる現象（シャドーフリッカー）をいう。 

 

③風力発電事業に係る環境アセスの参考手法について（第九条、別表第十） 

第八条に定める調査、予測及び評価の手法の選定の基本的な考え方に基づき、

事業者が環境アセスを行う際に参考となる調査及び予測の手法（以下「参考手

法」という。）を定めた。 

なお、実際の事業における調査及び予測の手法は、事業者が参考手法を勘案し

つつ事業特性、地域特性を踏まえて選定することとなる。 
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２．電気事業法施行規則の一部改正 

（１）改正の概要 

 

今般、環境アセス対象として風力発電事業が追加されたことに伴い、施行規則別

表第一に規定されている第二種事業における簡易的な方法による環境アセスの実施

について、風力発電事業に係る規定の追加を行った（平成２４年１０月１日公布及

び施行）。 

 

（２）主な改正の内容 

風力発電事業に係る騒音、振動、水質、動植物などに関する簡易な環境アセスの

方法について、新たな規定を追加。 

 

 

３．環境影響評価法第５３条第２項に基づく経過措置に係る告示制定 

（１）改正の目的 

アセス法では、新たに環境アセスの対象事業となる事業がある場合、行政手続法

第３６条に規定する行政指導等に従って行われたアセス法類似手続きについては、

これをアセス法に定められた手続きとみなす経過措置が採用できる。 

ＮＥＤＯガイドライン等により自主アセスを実施していたものが多数あることか

ら、この経過措置を行うため、告示制定を行った（平成２４年９月２８日公布及び

施行）。 

 

（２）主な改正の内容 

アセス法第５３条第１項各号に掲げる書類として、行政手続法第３６条の規定に

基づき定められた風力発電事業に係る環境影響評価実施要綱（平成 24・05・29 資

庁第 2号）に定める相当書類を指定。 
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（３）経過措置の状況等 

本経過措置の適用を受けた風力発電事業は計７３件。経過措置の詳細な適用状況

とその後の手続きの進捗状況は以下のとおり。 

 

  届出件数 進捗状況 

方法書段階

のもの 

住民意見の提出がなされた段階

のもの 

０件  

住民意見の概要及び事業者見解

の届出がなされた段階のもの 

０件  

都道府県知事意見の提出がなさ

れた段階のもの 

３７件 うち３５件は経済産

業大臣勧告済（方法

書手続き終了） 

小計 ３７件  

準備書段階

のもの 

住民意見の提出がなされた段階

のもの 

７件 手続中 

住民意見の概要及び事業者見解

の届出がなされた段階のもの 

１２件 手続中。 

都道府県知事意見の提出がなさ

れた段階のもの 

１４件 うち１２件は経済産

業大臣勧告済（準備

書手続き終了） 

小計 ３３件  

評価書段階

のもの 

評価書の作成がなされた段階の

もの 

０件  

評価書の公告・縦覧がなされた

段階のもの 

３件 評価書確定済（アセ

ス手続き終了） 

小計 ３件  

経過措置案件の合計 ７３件  

注：表中の進捗状況は、平成２４年１１月末現在の状況。 
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計画段階環境配慮書手続等の新設に伴う主務省令の今後の改正について 

平 成 ２ ４ 年 １ ２ 月 

商務流通保安グループ 

電 力 安 全 課 

 

１．改正の概要 

平成２３年４月、「環境影響評価法の一部を改正する法律」（平成 23 年法律第 27

号）により、計画段階環境配慮書手続や環境保全措置等の結果の公表等の手続等が新

設されたことから、発電所に係る主務省令を改正し、「発電所の設置又は変更の工事の

事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に

行うための手法を選定するための指針、環境の保全のための措置に関する指針等を定

める省令」（平成 10 年通商産業省令第 54 号）」の一部を改正する予定（平成２４年８

月７日～９月５日パブリックコメント実施済、平成２４年１２月公布予定、平成２５

年４月１日施行予定）。 

なお、改正内容については、環境省が定める基本的事項を踏まえ、発電所の事業特

性を勘案した実現可能なものとしている。 

 

２．主な改正案の内容 

（１）計画段階配慮事項の検討を行うべき段階（法第３条の２第１項関係） 

計画段階配慮事項の検討は、発電設備等の構造若しくは配置又は事業の位置若し

くは規模を検討する段階に行うことを新規に追加する。 

 

（２）計画段階配慮事項の選定等指針（法第３条の２第３項関係） 

発電設備等の構造若しくは配置又は事業の位置若しくは規模に関する適切な複数

案を設定することを基本とし、構造等に関する複数案を設定しない場合は理由を明

記することなどを新規に追加する。 

 

（３）計画段階配慮事項について関係行政機関等の意見を求める場合の指針（法第３条

の７第１項関係） 

一般及び関係地方公共団体の長への環境の保全の見地からの意見を求めることを

基本とし、求めない場合は理由を明らかにすることなどを新規に追加する。 

 

（４）第二種事業の判定基準（法第４条第３項関係） 

第二種事業の判定に当たり考慮すべき「重要な自然環境」の範囲を一部改正する。 

 

（５）環境影響評価項目等選定指針（法第 11条第１項関係） 

評価項目及び調査・予測・評価の手法の選定に当たって整理する地域特性・事業
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特性は、計画段階配慮以降の検討経緯を整理した上で、不足するものについて把握

することなどを一部改正する。 

 

（６）環境保全措置指針（法第 12条第１項関係） 

計画段階配慮書において構造等に関する複数案の比較を行った場合は、環境保全

措置の検討に当たって、当該複数案から構造等の決定に至る過程で、どのように環

境影響が回避又は低減されているかの検討の内容についても明らかにすることなど

を一部改正する。 

 

（７）報告書作成指針（法第 38条の２第１項関係） 

発電所事業に係る工事が完了した段階で報告書を作成し、その際、当該工事に当

たって講じた環境保全措置の効果を確認し、報告書に含めるよう努めること、また、

必要に応じて、工事中又は施設の供用後において、事後調査や環境保全措置の結果

等を公表することなどを新規に追加する。 
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発電所設置の際の環境アセスメントの迅速化等に関する連絡会議について 

 

平 成 ２ ４ 年 １ ２ 月 

商務流通保安グループ 

電 力 安 全 課 

 

１．連絡会議の設置 

東日本大震災以降の厳しい電力需給ひっ迫等により、早急な電源確保のニーズが高

まっており、環境アセスメントの迅速化が課題となっている。また、火力発電所リプ

レースについては環境負荷が低減される場合が多いことから、環境アセスメントの迅

速化は、環境対策上も意義がある。 

このような中、平成２４年８月２４日に、細野環境大臣から、従来３年程要してい

た環境アセスメント手続に係る期間を、運用上の取組によって、火力発電所リプレー

スについては最大１年強まで短縮、風力・地熱発電所についてはおおむね半減させる

という方針が示された。また、同年９月１４日にまとめられた革新的エネルギー・環

境戦略において、風力・地熱発電所や火力発電所リプレースの環境影響評価の簡素

化・迅速化、高効率で CO2排出量の少ない石炭火力や天然ガス火力の新増設の環境影

響評価の迅速化に取り組む旨明記されたところ。 

これらを受け、その具体的な方策について、環境省及び経済産業省の緊密な連携の

下で早急に検討を進めるため、平成２４年９月、両省の課室長クラスによる「発電所

設置の際の環境アセスメントの迅速化等に関する連絡会議」（以下、「連絡会議」とい

う。）を設置。 

 

２．連絡会議の構成 

環 境 省：総合環境政策局環境影響評価課長 

総合環境政策局環境影響評価課環境影響審査室長 

地球環境局総務課低炭素社会推進室長 

自然環境局国立公園課長 

経済産業省：産業技術環境局環境政策課長 

産業技術環境局環境政策課環境指導室長 

商務流通保安グループ電力安全課長 

資源エネルギー庁電力・ガス事業部電力基盤整備課長 

資源エネルギー庁資源・燃料部政策課長 

資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー対策課長 
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３．検討事項 

（１）火力発電所リプレースの審査プロセス等における国、自治体、事業者の運用改善

等による環境アセスメントの期間短縮 

（２）火力発電所リプレースにおける環境アセスメントの簡素化 

（３）火力発電所リプレースにおける撤去工事に関する環境アセスメント上の取扱につ

いての整理 

（４）「火力発電所リプレース」の定義の明確化 

（５）風力発電所、地熱発電所における環境アセスメントの簡素化・迅速化 

（６）火力発電所の新増設における環境アセスメントの迅速化 

（７）その他火力発電所等における環境アセスメントの迅速化に資する関係法令の制

度・運用上の見直し 

 

４．今後の進め方 

９月２７日    第１回連絡会議を開催 

１０月～１１月 関係事業者、関係団体よりヒアリング 

〃     審査プロセスの迅速化等について具体的方策を検討 等 

１１月２７日   中間報告の公表（詳細は別紙のとおり） 

年内    具体的方策の内容について結論 
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（別紙） 

 

発電所設置の際の環境アセスメントの迅速化等に関する連絡会議 

中間報告概要 
 

平成 24年 11月 27日 

環境省・経済産業省 

１．火力発電所リプレース関係 

（１）「火力発電所リプレース」の定義の明確化 

迅速化・簡素化の対象となる下記（Ａ）及び（Ｂ）いずれの要件にも該当する

「改善リプレース」であって、火力発電所リプレースの前後で燃料種や事業主体が

変わるもの、新規設備の運転開始後に既設設備の稼働を廃止させるものについても

「改善リプレース」として明確化 
（Ａ）温室効果ガス排出量、大気汚染物質排出量、水質汚濁物質排出量及び温排水排

出熱量の低減が図られるもの 

（Ｂ）対象事業実施区域が既存の発電所の敷地内に限定される等により、土地改変等

による環境影響が限定的となり得るもの 
 
（２）火力発電所リプレースの審査プロセス等における国、自治体、事業者の運用改善

等による環境アセスメントの期間短縮についての具体的方策 

改善リプレースについて、自治体の協力を得ながら国の審査を自治体の審査と同

時並行的に進めること等により、全体で 150 日程度の国の審査期間を最短で 45 日

程度に短縮 
 

※自治体に対しては、国の審査期間短縮への協力、国の取組を参考に自治体の審査

期間短縮を図るよう、事業者に対しては、資料作成期間の短縮化等を図るよう協

力を要請 
 
（３）火力発電所リプレースにおける環境アセスメントの簡素化についての具体的方策 

リプレースガイドライン（平成 24 年３月環境省）を活用すること等により、調

査及び予測手法を合理化（１年程度の期間短縮）。また、隣接事業地でのリプレー

スの取扱い、動植物及び生態系に係る調査の合理化の条件等、同ガイドラインの内

容の拡充について、検討会において整理 
 
（４）火力発電所リプレースにおける撤去工事に関する環境アセスメント上の取扱につ

いての整理 

環境アセスメントの対象となる「対象事業の一部」である撤去工事を、「新たな
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設備の設置に不可欠な撤去であって、かつ、新たな設備の設置工事期間中に同時並

行的に実施されるもの」とする方向で、上記（３）の検討会において合わせて整理 
 

（５）火力発電所リプレースに係る環境アセスメントにおけるＣＯ２に関する環境影響

の扱いの整理 

環境アセスメントの際の評価の観点（①新たに設置する設備がＢＡＴとなってい

るか、 ②国等の計画との整合性がとれているか）について、火力発電所リプレー

スに係る環境アセスメントにおける扱いを今後検討 
 
２．風力発電所、地熱発電所関係 

（１）風力発電所、地熱発電所の審査プロセス等の運用改善による環境アセスメントの

期間短縮についての具体的方策 

１．（２）の国の取組及び事業者の取組のうち、適用できるものを実施。また、

審査期間短縮の意向を有する自治体に対しては、１．（２）の取組を参考とするよ

う提示 

 

（２）風力発電所、地熱発電所における環境アセスメントの簡素化についての具体的方

策 

環境省及び経済産業省は、環境アセスメントの簡素化に資する環境情報を収集・

整備するとともに、収集・整理された情報を統合的に利用可能とする方策について

検討 

経済産業省は、配慮書段階以前における環境影響調査の前倒し実施等について、

実質的な審査の迅速化に資するよう、調査手法等に係る知見を整理し、手引き等に

おいて提示 

事業者は、環境省及び経済産業省が整備した環境情報、自治体や専門機関等が所

有する既存情報等を活用することにより、現地調査に係る期間を短縮 

 

３．火力発電所の新増設等への適用 

（１）審査期間の短縮 

１．（２）の国の取組及び事業者の取組のうち、適用できるものを実施。また、審

査期間短縮の意向を有する自治体に対しては、１．（２）の取組を参考とするよ

う提示 

 

（２）石炭火力等の火力発電所に係る環境アセスメントにおけるＣＯ２に関する環境影

響の取扱の整理 

一般的に環境負荷が純増するという事業特性を踏まえた上で、新増設において１．

（５）の整理を適用 
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４．今後の進め方 

（１）上記の取組について、今後、環境アセスメント案件について順次適用。この際、

既に環境アセスメント手続に入っている案件についても、可能な範囲で先行的に適

用 

（２）本連絡会議の検討事項のうち残ったものについては、本中間報告後にも検討を続

け、年内を目途に結論を得て発表 

（３）リプレースガイドラインの改訂等、検討会において整理・検討することとしたも

のについては、年度内を目途に結論 

（４）今後の取組について、両省で連携して適宜フォローアップ 


